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1. はじめに

個々人の意思決定が相互に依存する行動の分析には

ゲーム理論が有用であるが，中には利得の推定が容易

でない現象も存在する．このとき，行動結果から利得

を推定する方法があれば分析が可能となるが，著者ら

の知る限りこのような方法は存在しない．そこで，本

研究ではゲーム的状況を対象とし，行動結果や行動に

影響する要因から利得を推定する方法論の構築を行う．

2. 基本モデルの構築

(1) 対象とするゲーム

方法論の構築にあたり，過度の複雑さを避け議論の

見通しをよくするためいくつかの条件を導入する．行

動主体であるプレイヤーはk(= 1 ò N)人存在す

る．各プレイヤーは完全情報の下でそれぞれ戦略Ski 2
Sk(k = 1 ò N)をとることができ，その中から自分の

利得Uki 2 Ukが最大となる最適戦略Sk
É
を選ぶ．各プレ

イヤーの利得Uki = Uki (Ski ;S
Äk)は他プレイヤーの戦略

SÄk(= fS1;ÅÅÅ;SkÄ1;Sk+1;ÅÅÅ;SNg)との組み合わせ
で規定される．各プレイヤーの意思決定は同時であり，

事前に打ち合わせをしたり，取り決めを行うことはで

きない．

(2) 利得の推定法

全てのプレイヤーが最適戦略Sk
É
をとり，かつ各プレ

イヤーのとる戦略が互いに相手の戦略の最適戦略とな

るとき，最適戦略の組を均衡解E = E(U)という．各プ

レイヤーは均衡解Eによって規定された行動A = fAkg
をとる．

Ak = Ak(E(U)) (1)

利得Uのうち，分析者が観測可能な要因による確定項

をV，観測不可能な要因に起因する誤差項をèとし，そ

の線形性を仮定する．

U = V +è (2)

確定項Vは，パラメータãと行動に影響する要因Xの線

形結合V = V (ã;X)とする．本研究では，この確定項

のパラメータãを推定することを試みる．まず，各プレ

イヤーの利得の確定項がVという条件の下で行動結果

の組Ai = fA1
i ;A

Ä1g(AÄ1 = fA2;ÅÅÅ;ANg; i = 1 ò I)
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表－1:利得行列
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が生起する確率piを以下のように表す．

pi = prob(AijV (ã;X)) (3)

観測されるデータは，各プレイヤーの行動結果の組

Aiと行動に影響する要因Xである．観測データ数をM

個とすると，尤度Lは以下の尤度関数で与えられる．

L =
Y

i2I

Y

m2M
pmi (4)

尤度を最大化するパラメータã̂は次式で与えられる．

ã̂= argfmax
ã

Lg (5)

なお，推定モデルの評価には尤度比ö2を用いる．

3. モデルの特定化：２人非協力ゲームの場合

(1) 対象とするゲーム

以下では，簡単のためP1,P2をプレイヤーとする2人

ゲームを考える．P1の行動はA1,A2(2 A1)であり，行

動A1をとる確率をp，P2の行動をA3,A4(2 A2)とし，

行動A3をとる確率を qとする．0 î p; q î 1である．利

得行列を表-1のように表し，各プレイヤーは期待利得

を最大化する．P1,P2の利得Ukijの添字 iはP1が行動A1

をとるとき1，行動A2をとるとき2，jはP2が行動A3を

とるとき1，行動A4をとるとき2，kはP1のとき1，P2

のとき2である．

(2) 行動結果の導出

各プレイヤーの期待利得の最大化よりP1,P2の最適

反応を求め，行動結果を導出する．P1の期待利得は以

下の式で求めることができる．

U(p; q) = p
à

qU1
11 + (1Ä q)U1

12

â

+ (1Ä p)
à

qU1
21 + (1Ä q)U1

22

â

(6)

P1の期待利得を最大化する行動は，

@U(p; q)

@p
= 0 (7)

から，
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図－1:各プレイヤーの各最適反応曲線
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となる．このとき，ñqの分母の正負の判定により2つの

最適反応曲線 (図-1中の I,II)が描ける．P2についても

同様に行う (図-1中の III,IV)．各プレイヤーの最適反応

曲線を組み合わせることで，4種類の利得構造が出て

くる．例えば図-1の Iと IIIの組み合わせにより卍型の

利得構造が得られる．各利得構造が生起する確率を

òi(ã;x)とおく．ñp; ñq î 0，0 < ñp;ñq < 1，ñp;ñq î 1なる区分

に対応して各利得構造における行動結果が導出できる．

ここで，ñp;ñqの各区分が生起する確率をp1 ò p3,q1 ò q3

とする．卍型利得構造の場合の行動結果を表-2，行動結

果の生起確率を表-3に示す．以上より，行動の組の生起

確率†(ã; x)は次式で与えられる．

†(ã; x) =
X

i

(各利得構造の生起確率òi(ã; x))

Ç (各利得構造における行動の組の生起確率)
(9)

4. 数値実験

上記モデルの推定能力を吟味するため,数値計算を行

った．2人で行われたミーティングに関するサンプルデ

ータを多数収集し,ミーティングを行った地域，2人の居

住地域，ミーティングを行った地域の魅力度 (例えばミ

ーティング施設数）,両地域間の移動コストから利得関

数のパラメータ推定を行うという設定である.

利得行列を表-4のように仮定する．このとき,

均衡は (A;B); (A;A); (B;B)と複数均衡 (A;A)(B;B)で

ある．複数均衡の場合は総利得の大きい方の地域が常

に選ばれるとする．ある地域で会合が行われる時の利

得，EA = ã1xA + b1;EB = ã1xB + b1,は当該地域の魅

力度xAまたはxBにのみ依存するとしてã1を推定する．

ここではã1 = 5:0; b1 = Ä20:0とし，サンプルごとに魅

力度xA,xBを [0,10]，移動コストCAB ; CBAを [0,-20]，誤

差項è1 ò è8を [0,2]の範囲でそれぞれ一様乱数を発生し

て利得を計算し，その大小関係から行動結果を見出し

て仮想の行動データを作成した．

推定結果はã̂1 = 4:816，尤度比ö2 = 0:988であった．

これは提案したモデルが十分高い推定力を有している

表－2:卍型利得構造の行動結果
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表－3:卍型利得構造の行動結果の生起確率
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表－4:数値計算における利得行列

è1 ò è8 : 観測者に未知の誤差項

EA ; EB : 地域Aまたは Bで会合が行われたときの利得

CAB : P 1が地域Bに行ったときの移動コスト

CBA : P 2が地域Aに行ったときの移動コスト

ÄR : すれ違いが生じることの不効用 (禁止的に大きな値)

地域Aで会合
を行う

地域Bで会合
を行う

地域Bで会合を行う 地域Aで会合を行う

P2　(B地域の住民)

(è1;è5) (EA+è2;EAÄCBA+è6)

(ÄRÄCAB+è4;ÄRÄCBA+è8)(EBÄCAB+è3;EB +è7)
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図－2:誤差分散を変化させたときのパラメータの変動

ことを示すものである．また，誤差項の分散を変化さ

せたときのパラメータの変動を図-2に示す．これより，

本推定法では誤差分散が変化しても安定した推定が可

能であることが理解される．

5. おわりに

本研究では，行動結果と行動に影響する要因から利

得を推定する方法論を構築し，2Ç2ゲームにおける利

得推定法を提案した．シミュレーションデータに基づく

数値実験を行ったところ，概ね妥当な推定結果が得られ

る事が実証された．これをもとにn人ゲームへの拡張を

行い，より汎用的な方法論とすることが今後の課題で

ある．
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